
第１２４号議案 

八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運

営の基準に関する条例の一部を改正する条例設定について 

 八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条

例の一部を改正する条例を次のとおり設定するものとする。 

  令和３年１１月３０日 

提出者  八王子市長 石 森 孝 志  

八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関す

る条例の一部を改正する条例 

 八王子市指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条

例（令和元年八王子市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 
 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

⑴～⑿ （略） ⑴～⑿ （略）

⒀ 多機能型事業所 第４条に規定する指

定児童発達支援の事業、第６７条に規定

する指定医療型児童発達支援の事業、第

７８条に規定する指定放課後等デイサー

ビスの事業、第９０条に規定する指定居

宅訪問型児童発達支援の事業及び第９８

条に規定する指定保育所等訪問支援の事

業並びに八王子市指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営の基準に

関する条例（令和３年八王子市条例第

 号。以下「指定障害福祉サービス等

基準条例」という。）第８３条に規定す

る指定生活介護の事業、指定障害福祉サ

ービス等基準条例第１３６条に規定する

指定自立訓練（機能訓練）の事業、指定

⒀ 多機能型事業所 第４条に規定する指

定児童発達支援の事業、第６７条に規定

する指定医療型児童発達支援の事業、第

７８条に規定する指定放課後等デイサー

ビスの事業、第９０条に規定する指定居

宅訪問型児童発達支援の事業及び第９８

条に規定する指定保育所等訪問支援の事

業並びに八王子市指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営の基準に

関する条例（平成２６年八王子市条例第

４７号。以下「指定障害福祉サービス等

基準条例」という。）第７７条に規定す

る指定生活介護の事業、指定障害福祉サ

ービス等基準条例第１２２条に規定する

指定自立訓練（機能訓練）の事業、指定



障害福祉サービス等基準条例第１５０条

に規定する指定自立訓練（生活訓練）の

事業、指定障害福祉サービス等基準条例

第１６５条に規定する指定就労移行支援

の事業、指定障害福祉サービス等基準条

例第１７７条に規定する指定就労継続支

援Ａ型の事業及び指定障害福祉サービス

等基準条例第１９２条に規定する指定就

労継続支援Ｂ型の事業のうち２以上の事

業を一体的に行う事業所（指定障害福祉

サービス等基準条例に規定する事業のみ

を行う事業所を除く。）のことをいう。 

障害福祉サービス等基準条例第１３２条

に規定する指定自立訓練（生活訓練）の

事業、指定障害福祉サービス等基準条例

第１４３条に規定する指定就労移行支援

の事業、指定障害福祉サービス等基準条

例第１５４条に規定する指定就労継続支

援Ａ型の事業及び指定障害福祉サービス

等基準条例第１６７条に規定する指定就

労継続支援Ｂ型の事業のうち２以上の事

業を一体的に行う事業所（指定障害福祉

サービス等基準条例に規定する事業のみ

を行う事業所を除く。）のことをいう。 

２ （略） ２ （略） 

  

 （共生型児童発達支援の事業を行う指定生

活介護事業者の基準） 

 （共生型児童発達支援の事業を行う指定生

活介護事業者の基準） 

第５６条 児童発達支援に係る共生型通所支

援（以下「共生型児童発達支援」という。）

の事業を行う指定生活介護事業者（指定障

害福祉サービス等基準条例第８４条に規定

する指定生活介護事業者をいう。第６４条

において同じ。）が当該事業に関して満た

すべき基準は、次のとおりとする。 

第５６条 児童発達支援に係る共生型通所支

援（以下「共生型児童発達支援」という。）

の事業を行う指定生活介護事業者（指定障

害福祉サービス等基準条例第７８条に規定

する指定生活介護事業者をいう。第６４条

において同じ。）が当該事業に関して満た

すべき基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 指定生活介護事業所（指定障害福祉サ

ービス等基準条例第８４条に規定する指

定生活介護事業所をいう。以下同じ。）

の従業者の員数が、当該指定生活介護事

業所が提供する指定生活介護（指定障害

福祉サービス等基準条例第８３条に規定

する指定生活介護をいう。以下同じ。）

の利用者の数を指定生活介護の利用者の

数及び共生型児童発達支援を受ける障害

児の数の合計数であるとした場合におけ

る当該指定生活介護事業所として必要と

される数以上であること。 

 ⑴ 指定生活介護事業所（指定障害福祉サ

ービス等基準条例第７８条に規定する指

定生活介護事業所をいう。以下同じ。）

の従業者の員数が、当該指定生活介護事

業所が提供する指定生活介護（指定障害

福祉サービス等基準条例第７７条に規定

する指定生活介護をいう。以下同じ。）

の利用者の数を指定生活介護の利用者の

数及び共生型児童発達支援を受ける障害

児の数の合計数であるとした場合におけ

る当該指定生活介護事業所として必要と

される数以上であること。 

 ⑵ （略）  ⑵ （略） 

  

 （共生型児童発達支援の事業を行う指定通

所介護事業者等の基準） 

 （共生型児童発達支援の事業を行う指定通

所介護事業者等の基準） 

第５７条 共生型児童発達支援の事業を行う

指定通所介護事業者（八王子市指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営の基

準に関する条例（令和３年八王子市条例第 

  号。以下「指定居宅サービス等基準条

例」という。）第１０５条第１項に規定す

る指定通所介護事業者をいう。）又は指定

地域密着型通所介護事業者（八王子市指定

地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営の基準に関する条例（平成２５年八

王子市条例第１７号。以下「指定地域密着

型サービス基準条例」という。）第５９条

の３第１項に規定する指定地域密着型通所

第５７条 共生型児童発達支援の事業を行う

指定通所介護事業者（八王子市指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営の基

準に関する条例（平成２６年八王子市条例

第５６号。以下「指定居宅サービス等基準

条例」という。）第９９条第１項に規定す

る指定通所介護事業者をいう。）又は指定

地域密着型通所介護事業者（八王子市指定

地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営の基準に関する条例（平成２５年八

王子市条例第１７号。以下「指定地域密着

型サービス基準条例」という。）第５９条

の３第１項に規定する指定地域密着型通所



介護事業者をいう。）（第６５条において

「指定通所介護事業者等」という。）が当

該事業に関して満たすべき基準は、次のと

おりとする。 

介護事業者をいう。）（第６５条において

「指定通所介護事業者等」という。）が当

該事業に関して満たすべき基準は、次のと

おりとする。 

 ⑴ 指定通所介護事業所（指定居宅サービ

ス等基準条例第１０５条第１項に規定す

る指定通所介護事業所をいう。）又は指

定地域密着型通所介護事業所（指定地域

密着型サービス基準条例第５９条の３第

１項に規定する指定地域密着型通所介護

事業所をいう。）（以下「指定通所介護

事業所等」という。）の食堂及び機能訓

練室（指定居宅サービス等基準条例第１

０７条第１項又は指定地域密着型サービ

ス基準条例第５９条の５第２項第１号に

規定する食堂及び機能訓練室をいう。第

６５条第１号において同じ。）の面積を、

指定通所介護（指定居宅サービス等基準

条例第１０４条に規定する指定通所介護

をいう。）又は指定地域密着型通所介護

（指定地域密着型サービス基準条例第５

９条の２に規定する指定地域密着型通所

介護をいう。）（以下「指定通所介護等」

という。）の利用者の数と共生型児童発

達支援を受ける障害児の数の合計数で除

して得た面積が３平方メートル以上であ

ること。 

 ⑴ 指定通所介護事業所（指定居宅サービ

ス等基準条例第９９条第１項に規定する

指定通所介護事業所をいう。）又は指定

地域密着型通所介護事業所（指定地域密

着型サービス基準条例第５９条の３第１

項に規定する指定地域密着型通所介護事

業所をいう。）（以下「指定通所介護事

業所等」という。）の食堂及び機能訓練

室（指定居宅サービス等基準条例第１０

１条第１項又は指定地域密着型サービス

基準条例第５９条の５第２項第１号に規

定する食堂及び機能訓練室をいう。第６

５条第１号において同じ。）の面積を、

指定通所介護（指定居宅サービス等基準

条例第９８条に規定する指定通所介護を

いう。）又は指定地域密着型通所介護

（指定地域密着型サービス基準条例第５

９条の２に規定する指定地域密着型通所

介護をいう。）（以下「指定通所介護等」

という。）の利用者の数と共生型児童発

達支援を受ける障害児の数の合計数で除

して得た面積が３平方メートル以上であ

ること。 

 ⑵・⑶ （略）  ⑵・⑶ （略） 

  

 （共生型児童発達支援の事業を行う指定小

規模多機能型居宅介護事業者等の基準） 

 （共生型児童発達支援の事業を行う指定小

規模多機能型居宅介護事業者等の基準） 

第５８条 共生型児童発達支援の事業を行う

指定小規模多機能型居宅介護事業者（指定

地域密着型サービス基準条例第８２条第１

項に規定する指定小規模多機能型居宅介護

事業者をいう。）、指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者（指定地域密着型サービ

ス基準条例第１９１条第１項に規定する指

定看護小規模多機能型居宅介護事業者をい

う。）（第６６条において「指定小規模多

機能型居宅介護事業者等」という。）又は

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者（八王子市指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法の基準に

関する条例（平成２５年八王子市条例第１

８号。以下「指定地域密着型介護予防サー

ビス基準条例」という。）第４４条第１項

に規定する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者をいう。）が当該事業に関し

て満たすべき基準は、次のとおりとする。 

第５８条 共生型児童発達支援の事業を行う

指定小規模多機能型居宅介護事業者（指定

地域密着型サービス基準条例第８２条第１

項に規定する指定小規模多機能型居宅介護

事業者をいう。）、指定看護小規模多機能

型居宅介護事業者（指定地域密着型サービ

ス基準条例第１９１条第１項に規定する指

定看護小規模多機能型居宅介護事業者をい

う。）（第６６条において「指定小規模多

機能型居宅介護事業者等」という。）又は

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者（八王子市指定地域密着型介護予防サー

ビスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法の基準に

関する条例（平成２５年八王子市条例第１

８号。以下「指定地域密着型介護予防サー

ビス基準条例」という。）第４４条第１項

に規定する指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者をいう。）が当該事業に関し

て満たすべき基準は、次のとおりとする。 



 ⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所

（指定地域密着型サービス基準条例第８

２条第１項に規定する指定小規模多機能

型居宅介護事業所をいう。）、指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所（指定地

域密着型サービス基準条例第１９１条第

１項に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所をいう。）又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所（指

定地域密着型介護予防サービス基準条例

第４４条第１項に規定する指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所をいう。

第６６条において同じ。）（以下「指定

小規模多機能型居宅介護事業所等」とい

う。）の登録定員（当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等の登録者（指定地

域密着型サービス基準条例第８２条第１

項若しくは第１９１条第１項又は指定地

域密着型介護予防サービス基準条例第４

４条第１項に規定する登録者をいう。）

の数と共生型生活介護（指定障害福祉サ

ービス等基準条例第１０１条に規定する

共生型生活介護をいう。）、共生型自立

訓練（機能訓練）（指定障害福祉サービ

ス等基準条例第１４４条に規定する共生

型自立訓練（機能訓練）をいう。）若し

くは共生型自立訓練（生活訓練）（指定

障害福祉サービス等基準条例第１５９条

に規定する共生型自立訓練（生活訓練）

をいう。）又は共生型児童発達支援若し

くは共生型放課後等デイサービス（第８

５条に規定する共生型放課後等デイサー

ビスをいう。）（以下「共生型通いサー

ビス」という。）を利用するために当該

指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

登録を受けた障害者及び障害児の数の合

計数の上限をいう。以下この条において

同じ。）を２９人（サテライト型指定小

規模多機能型居宅介護事業所（指定地域

密着型サービス基準条例第８２条第７項

に規定するサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所をいう。第６６条に

おいて同じ。）、サテライト型指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所（指定地

域密着型サービス基準条例第１９１条第

８項に規定するサテライト型指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所をいう。第

６６条において同じ。）又はサテライト

型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所（指定地域密着型介護予防サービ

ス基準条例第４４条第７項に規定するサ

テライト型指定介護予防小規模多機能型

 ⑴ 指定小規模多機能型居宅介護事業所

（指定地域密着型サービス基準条例第８

２条第１項に規定する指定小規模多機能

型居宅介護事業所をいう。）、指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所（指定地

域密着型サービス基準条例第１９１条第

１項に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所をいう。）又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介護事業所（指

定地域密着型介護予防サービス基準条例

第４４条第１項に規定する指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所をいう。

第６６条において同じ。）（以下「指定

小規模多機能型居宅介護事業所等」とい

う。）の登録定員（当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所等の登録者（指定地

域密着型サービス基準条例第８２条第１

項若しくは第１９１条第１項又は指定地

域密着型介護予防サービス基準条例第４

４条第１項に規定する登録者をいう。）

の数と共生型生活介護（指定障害福祉サ

ービス等基準条例第９３条の２に規定す

る共生型生活介護をいう。）、共生型自

立訓練（機能訓練）（指定障害福祉サー

ビス等基準条例第１２９条の２に規定す 

る共生型自立訓練（機能訓練）をいう。） 

若しくは共生型自立訓練（生活訓練）

（指定障害福祉サービス等基準条例第１

４０条の２に規定する共生型自立訓練

（生活訓練）をいう。）又は共生型児童

発達支援若しくは共生型放課後等デイサ

ービス（第８５条に規定する共生型放課

後等デイサービスをいう。）（以下「共

生型通いサービス」という。）を利用す

るために当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所等に登録を受けた障害者及び障

害児の数の合計数の上限をいう。以下こ

の条において同じ。）を２９人（サテラ

イト型指定小規模多機能型居宅介護事業

所（指定地域密着型サービス基準条例第

８２条第７項に規定するサテライト型指 

定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。 

第６６条において同じ。）、サテライト

型指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所（指定地域密着型サービス基準条例第

１９１条第８項に規定するサテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

をいう。第６６条において同じ。）又は

サテライト型指定介護予防小規模多機能

型居宅介護事業所（指定地域密着型介護

予防サービス基準条例第４４条第７項に

規定するサテライト型指定介護予防小規



居宅介護事業所をいう。）（以下「サテ

ライト型指定小規模多機能型居宅介護事 

業所等」という。）にあっては、１８人） 

以下とすること。 

模多機能型居宅介護事業所をいう。）

（以下「サテライト型指定小規模多機能

型居宅介護事業所等」という。）にあっ

ては、１８人）以下とすること。 

 ⑵～⑸ （略）  ⑵～⑸ （略） 

  

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特例） 

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

関する特例） 

第６６条 次に掲げる要件を満たした指定小

規模多機能型居宅介護事業者等が地域にお

いて児童発達支援が提供されていないこと

等により児童発達支援を受けることが困難

な障害児に対して指定小規模多機能型居宅

介護等のうち通いサービス（指定地域密着

型介護予防サービス基準条例第４４条第１

項に規定する通いサービスを除く。以下こ 

の条において同じ。）を提供する場合には、 

当該通いサービスを基準該当児童発達支援

と、当該通いサービスを行う指定小規模多

機能型居宅介護事業所等（指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所を除く。以下

この条において同じ。）を基準該当児童発 

達支援事業所とみなす。この場合において、 

この節（第６３条（第２３条第２項、第３

項、第５項及び第６項の規定を準用する部

分に限る。）を除く。）の規定は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等につい

ては適用しない。 

第６６条 次に掲げる要件を満たした指定小

規模多機能型居宅介護事業者等が地域にお

いて児童発達支援が提供されていないこと

等により児童発達支援を受けることが困難

な障害児に対して指定小規模多機能型居宅

介護等のうち通いサービス（指定地域密着

型介護予防サービス基準条例第４４条第１

項に規定する通いサービスを除く。以下こ 

の条において同じ。）を提供する場合には、 

当該通いサービスを基準該当児童発達支援

と、当該通いサービスを行う指定小規模多

機能型居宅介護事業所等（指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所を除く。以下

この条において同じ。）を基準該当児童発 

達支援事業所とみなす。この場合において、 

この節（第６３条（第２３条第２項、第３

項、第５項及び第６項の規定を準用する部

分に限る。）を除く。）の規定は、当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等につい

ては適用しない。 

 ⑴ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の登録定員（当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所等の登録者（指定地域

密着型サービス基準条例第８２条第１項

又は第１９１条第１項に規定する登録者

をいう。）の数と指定障害福祉サービス

等基準条例第１０６条の規定により基準

該当生活介護とみなされる通いサービス、

指定障害福祉サービス等基準条例第１４

８条の規定により基準該当自立訓練（機

能訓練）とみなされる通いサービス若し

くは指定障害福祉サービス等基準条例第

１６３条の規定により基準該当自立訓練

（生活訓練）とみなされる通いサービス

又はこの条の規定により基準該当児童発

達支援とみなされる通いサービス若しく

は第８９条において準用するこの条の規

定により基準該当放課後等デイサービス

とみなされる通いサービスを利用するた

めに当該指定小規模多機能型居宅介護事

業所等に登録を受けた障害者及び障害児

の数の合計数の上限をいう。以下この条

において同じ。）を２９人（サテライト

 ⑴ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の登録定員（当該指定小規模多機能

型居宅介護事業所等の登録者（指定地域

密着型サービス基準条例第８２条第１項

又は第１９１条第１項に規定する登録者

をいう。）の数と指定障害福祉サービス

等基準条例第９５条の規定により基準該

当生活介護とみなされる通いサービス、

指定障害福祉サービス等基準条例第１３

０条の２の規定により基準該当自立訓練

（機能訓練）とみなされる通いサービス

若しくは指定障害福祉サービス等基準条

例第１４１条の２の規定により基準該当

自立訓練（生活訓練）とみなされる通い

サービス又はこの条の規定により基準該

当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは第８９条において準用するこ

の条の規定により基準該当放課後等デイ

サービスとみなされる通いサービスを利

用するために当該指定小規模多機能型居

宅介護事業所等に登録を受けた障害者及

び障害児の数の合計数の上限をいう。以

下この条において同じ。）を２９人（サ



型指定小規模多機能型居宅介護事業所又

はサテライト型指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所にあっては、１８人）以

下とすること。 

テライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所又はサテライト型指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所にあっては、１

８人）以下とすること。 

 ⑵ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の通いサービスの利用定員（当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等の通

いサービスの利用者の数と指定障害福祉

サービス等基準条例第１０６条の規定に

より基準該当生活介護とみなされる通い

サービス、指定障害福祉サービス等基準

条例第１４８条の規定により基準該当自

立訓練（機能訓練）とみなされる通いサ

ービス若しくは指定障害福祉サービス等

基準条例第１６３条の規定により基準該

当自立訓練（生活訓練）とみなされる通

いサービス又はこの条の規定により基準

該当児童発達支援とみなされる通いサー

ビス若しくは第８９条において準用する

この条の規定により基準該当放課後等デ

イサービスとみなされる通いサービスを

受ける障害者及び障害児の数の合計数の

１日当たりの上限をいう。）を登録定員

の２分の１から１５人（登録定員が２５

人を超える指定小規模多機能型居宅介護

事業所等にあっては、登録定員に応じて、

次の表に定める利用定員、サテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所又は

サテライト型指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所にあっては、１２人）まで

の範囲内とすること。 

 ⑵ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の通いサービスの利用定員（当該指

定小規模多機能型居宅介護事業所等の通

いサービスの利用者の数と指定障害福祉

サービス等基準条例第９５条の規定によ

り基準該当生活介護とみなされる通いサ

ービス、指定障害福祉サービス等基準条

例第１３０条の２の規定により基準該当

自立訓練（機能訓練）とみなされる通い

サービス若しくは指定障害福祉サービス

等基準条例第１４１条の２の規定により

基準該当自立訓練（生活訓練）とみなさ

れる通いサービス又はこの条の規定によ

り基準該当児童発達支援とみなされる通

いサービス若しくは第８９条において準

用するこの条の規定により基準該当放課

後等デイサービスとみなされる通いサー

ビスを受ける障害者及び障害児の数の合

計数の１日当たりの上限をいう。）を登

録定員の２分の１から１５人（登録定員

が２５人を超える指定小規模多機能型居

宅介護事業所等にあっては、登録定員に

応じて、次の表に定める利用定員、サテ

ライト型指定小規模多機能型居宅介護事

業所又はサテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては、１２

人）までの範囲内とすること。 

  

 登録定員 利用定員   登録定員 利用定員  

 （略） （略）   （略） （略）  

  

 ⑶ （略）  ⑶ （略） 

 ⑷ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の従業者の員数が、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等が提供する通

いサービスの利用者数を通いサービスの

利用者数並びに指定障害福祉サービス等

基準条例第１０６条の規定により基準該

当生活介護とみなされる通いサービス、

指定障害福祉サービス等基準条例第１４

８条の規定により基準該当自立訓練（機

能訓練）とみなされる通いサービス若し

くは指定障害福祉サービス等基準条例第

１６３条の規定により基準該当自立訓練

（生活訓練）とみなされる通いサービス

又はこの条の規定により基準該当児童発

達支援とみなされる通いサービス若しく

は第８９条において準用するこの条の規

 ⑷ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所等の従業者の員数が、当該指定小規模

多機能型居宅介護事業所等が提供する通

いサービスの利用者数を通いサービスの

利用者数並びに指定障害福祉サービス等

基準条例第９５条の規定により基準該当

生活介護とみなされる通いサービス、指

定障害福祉サービス等基準条例第１３０

条の２の規定により基準該当自立訓練

（機能訓練）とみなされる通いサービス

若しくは指定障害福祉サービス等基準条

例第１４１条の２の規定により基準該当

自立訓練（生活訓練）とみなされる通い

サービス又はこの条の規定により基準該

当児童発達支援とみなされる通いサービ

ス若しくは第８９条において準用するこ



定により基準該当放課後等デイサービス

とみなされる通いサービスを受ける障害

者及び障害児の数の合計数であるとした

場合における指定地域密着型サービス基

準条例第８２条又は第１９１条に規定す

る基準を満たしていること。 

の条の規定により基準該当放課後等デイ

サービスとみなされる通いサービスを受

ける障害者及び障害児の数の合計数であ

るとした場合における指定地域密着型サ

ービス基準条例第８２条又は第１９１条

に規定する基準を満たしていること。 

 ⑸ （略）  ⑸ （略） 

  

  

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



 


